





























































































































































































































































































































































































































































































































































いて臀部を打つというものであり、パドルは長さ 2 フィート以下、幅 3 ～ 4 イ
ンチ、厚さ1．5インチの木製の平たいものである。通常は、このパドルを用い

































































い（see id. at 682）。
　以上のとおり、多数意見は、生徒の身体への自由は、その剥奪にあたり
デュープロセスが必要とされる「自由」に該当するが、教員による生徒等への





















































（ 3）　横田光平「判批」自治研究87巻 7 号137頁（2011年）は「学校教育において教師と子
どもとの非対称な関係」に鑑みて、有形力の行使に関し、「教員に教育上の裁量を広く
認めるよりも、むしろ厳格な比例原則的考慮」に基づいた違法性の判断がなされるべき
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であるとしている。



















































（10）　最三判平成21年 4 月28日民集63巻 4 号904頁。この事件をやや詳しく紹介しよう。ま
ず、事実関係であるが、A は事件当時、B 公立小学校の 2 年生の男子（身長130cm）で
ある。C は、B の教員であるが（167cm）、 1 時限終了後に、B の校舎 1 階の廊下で、コ
ンピューターをしたいと駄々をこねる 3 年生をしゃがんでなだめていた。そこへ通りか
かった A は、C の背中に覆いかぶさるようにして肩をもんだため、C が A に離れるよう
に言ったがやめなかったので、右手で A を振りほどいた。そこへ、 6 年生の女子数人が
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通りかかり、A は、同級生の男子 1 名と共に、彼女等にじゃれつくようにして蹴りはじ
めたので、C はこれ制止し、A に注意をあたえた。その後、C が職員室に向おうとした























































であったのである（see Ingraham v. Wright, 430 U.S. 651, 665―66 （1977））。本件において


























殴打が punishment にあたるかではなく、残虐・異常であるかである（see id. at 684）。憲
法制定者が、刑事という文言を修正 8 条に盛り込まなかったのは、この条項の意図する
ところが、非人間的又は野蛮な罰則を禁止するということであって、罰則がなされる行
為の性質いかんにかかわらないということである（see id. at 685）。エステル事件（1976
28
公立学校における体罰〔宮原　均〕
年）（Estelle v. Gamble, 429 U.S. 97（1976））では、囚人の医療上の必要性を意図的に無視
することは、修正 8 条により禁止されている残虐異常な罰則としているが、このこと
は、刑罰ではなく監獄職員による不法行為が対象とされていた（see id. at 688 n. 4 ）。
　　　多数意見は、生徒等には修正 8 条の保護は必要ないとし、その理由として権限の行使
の濫用の可能性が監獄の場合よりも低いとしているが、これを示す証拠は存在しない。
むしろ、監獄での体罰が認められることはめったにない（see id. at 690）。また、公立学
校における体罰がすべて修正 8 条により禁止されるというのではなく、いかに過酷で
あっても修正 8 条によって制限されないとすることが問題なのである（see id. at 691）。
誤った事実に基づく罰則、過度な罰則に対してコモンロー上の救済が及んだとしても、
コモンロー上の免責によって個人的な責任から免れる。すなわち、職務遂行において
good faith, non malice であれば、不法行為責任から免れるのである（see id. at 695）。
 ―みやはら　ひとし・東洋大学法学部教授―
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